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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第48期

第２四半期
連結累計期間

第49期
第２四半期
連結累計期間

第48期

会計期間
自 2019年９月１日
至 2020年２月29日

自 2020年９月１日
至 2021年２月28日

自 2019年９月１日
至 2020年８月31日

売上高 (百万円) 76,927 62,869 126,842

経常利益又は経常損失(△) (百万円) 4,134 △254 △2,091

親会社株主に帰属する四半期純
利益又は親会社株主に帰属する
四半期(当期)純損失(△)

(百万円) 2,241 △565 △3,450

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 2,414 305 △3,116

純資産額 (百万円) 85,888 79,935 80,355

総資産額 (百万円) 119,079 120,786 120,068

１株当たり四半期純利益金額又
は１株当たり四半期(当期)
純損失金額(△)

(円) 45.88 △11.65 △70.84

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 45.79 ― ―

自己資本比率 (％) 71.5 65.6 66.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 7,232 4,976 525

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,567 △4,954 △5,917

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,677 △3,112 4,244

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 43,347 39,917 42,320

　

回次
第48期

第２四半期
連結会計期間

第49期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2019年12月１日
至 2020年２月29日

自 2020年12月１日
至 2021年２月28日

１株当たり四半期純利益金額又
は１株当たり四半期純損失金額
(△)

(円) 19.13 △16.79

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期（当期）純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数については、従業員インセンティ

ブ・プラン「株式給付信託（J-ESOP）」制度の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託E口）

が所有している当社株式を控除対象の自己株式に含めて算定しております。

４．第48期及び第49期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期（当期）純損失金額であるため、記載しておりません。

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う経済活動自粛が徐々に

緩和され、個人消費は回復の兆しがみられたものの、新型コロナウイルス感染症の再拡大により、2021年１月に11

都道府県を対象とした緊急事態宣言が再発出され、依然として予断を許さない状況が続いております。

外食産業におきましては、新型コロナウイルス感染者数の減少や政府の景気刺激策などにより、徐々に売上高は

回復の兆しがみられたものの、緊急事態宣言の再発出による外出自粛や営業時間短縮再要請などの影響により、依

然として厳しい状況が続いております。また、テイクアウトやデリバリーの利用が急増するなど、外食業界をとり

まく環境が大きく変化しております。

このような状況のもと、当社グループといたしましては、新型コロナウイルス感染症対策を最優先課題とし、飛

沫感染防止のため客席にパーテーションを設置するなど、お客様が安心・安全に御食事頂ける店舗環境作りに取り

組んでまいりました。深夜営業を無くすことで従業員の安全を確保し、開店と閉店の作業時間を短縮することで店

舗運営の効率化に努めてまいりました。

これらの取り組みの結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は、628億69百万円（前年同期比18.3％減）、営業

損失は７億82百万円（前年同期は37億83百万円の営業利益）、経常損失は２億54百万円（前年同期は41億34百万円

の経常利益）、親会社株主に帰属する四半期純損失は５億65百万円（前年同期は22億41百万円の親会社株主に帰属

する四半期純利益）となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

①日本

　新型コロナウイルス感染者数の減少や政府の景気刺激策などにより、売上高は回復傾向にありましたが、ソー

　シャルディスタンス確保のために客席数を減少させた影響などにより、売上高は437億35百万円（前年同期比

　23.8％減）、営業損失32億59百万円（前年同期は13億67百万円の営業利益）となりました。

②豪州

　当社で使用する食材の製造等を行っており、売上高は23億89百万円（前年同期比1.1％増）、営業利益は３億

　68百万円（前年同期比1618.7％増）となりました。

③アジア

　中国経済は回復傾向にあるものの、香港における新型コロナウイルス感染症再拡大の影響などにより、売上高

　は190億62百万円（前年同期比2.0％減）、営業利益は22億16百万円（前年同期比7.0％減）となりました。

　

当第２四半期連結会計年度末の総資産は1,207億86百万円となり、前連結会計年度末と比較して７億18百万円

の増加となりました。主な要因は、現金及び預金の減少24億３百万円、有形固定資産の増加31億61百万円などで

あります。

　負債合計は408億51百万円となり、前連結会計年度末と比較して11億38百万円の増加となりました。主な要因

　は、リース債務の増加10億10百万円などであります。

　純資産合計は799億35百万円となり、前連結会計年度末と比較して４億20百万円の減少となりました。この結

　果、自己資本比率は65.6％となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、399億17百万円（前年

同期比34億30百万円の減少）となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、49億76百万円（前年同期比22億55百万円の減少）となりました。これは、主

に税金等調整前四半期純損失６億35百万円、減価償却費52億13百万円等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、49億54百万円（前年同期13億86百万円の増加）となりました。これは、主に

有形固定資産の取得による支出47億99百万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、31億12百万円（前年同期比５億65百万円の減少）となりました。これは、主

にリース債務の返済による支出22億25百万円、配当金の支払額８億86百万円等によるものであります。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 73,208,000

計 73,208,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2021年２月28日)

提出日現在発行数(株)
(2021年４月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 52,272,342 52,272,342
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数
100株

計 52,272,342 52,272,342 ― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　 株式会社サイゼリヤ第13－２回新株予約権

決議年月日 2021年１月13日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員 1,936

新株予約権の数（個）※ 3,346

新株予約権の目的となる株式の種類、
内容及び数（株）※

普通株式 334,600

新株予約権の行使時の払込金額（円）
※

2,172

新株予約権の行使期間 ※ 2023年１月29日～2026年１月28日

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
額(円) ※

発行価格 2,172
資本組入額 1,086

新株予約権の行使の条件 ※

新株予約権の権利行使の時点において、当社又は当社子会社の取締役
（監査等委員である取締役を含む。以下同じ）又は従業員のいずれかの
地位にある場合に限り、新株予約権を行使することができる。ただし、
当社又は当社子会社の取締役の任期満了による退任、当社又は当社子会
社の従業員の定年による退職、その他正当な事由により、当社又は当社
子会社の取締役又は従業員の地位を喪失した場合はこの限りではない。
その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者
との間で締結した「新株予約権割当契約」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要する
ものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項 ※
(注)

※ 新株予約権の発行時（2021年１月13日）における内容を記載しております。

(注) 当社が合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割若しくは新設分割(それぞれ当社が分割会社と

なる場合に限る。)、株式交換若しくは株式移転(それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。)(以上を総称

して以下「組織再編行為」という。)をする場合において、組織再編行為の効力発生日(吸収合併につき吸収合

併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効

力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる

日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。)の直前において残存する新株

予約権(以下、「残存新株予約権」という。)を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法

第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社の新株予約権をそれぞれ交付することとする。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2020年12月１日～
2021年２月28日

― 52,272 ― 8,612 ― 9,007
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(5) 【大株主の状況】

2021年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

正垣 泰彦 東京都港区 15,248 30.93

株式会社バベット 千葉県船橋市宮本２－９－４ 4,355 8.84

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）

東京都港区浜松町２－11－３ 2,108 4.28

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海１－８－12 1,894 3.84

サイゼリヤ従業員持株会 埼玉県吉川市旭２－５ 1,844 3.74

株式会社日本カストディ銀行（信託E口） 東京都中央区晴海１－８－12 676 1.37

GOVERNMENT OF NORWAY
（常任代理人 シティバンク、エヌ・エイ

東京支店）

BANKPLASSEN 2,0107 OSLO 1 OSLO
0107 NO
（新宿区新宿６丁目２７番３０号）

606 1.23

株式会社日本カストディ銀行（信託口５） 東京都中央区晴海１－８－12 463 0.94

株式会社日本カストディ銀行（信託口６） 東京都中央区晴海１－８－12 408 0.83

株式会社日本カストディ銀行（信託口１） 東京都中央区晴海１－８－12 376 0.76

計 ― 27,983 56.77

(注) １．所有株式数及び発行済株式(自己株式を除く)の総数に対する所有株式数の割合は、表示単位未満の端数を切

り捨てて表示しております。

２．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,108千株

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,894千株

株式会社日本カストディ銀行（信託E口） 676千株

　 株式会社日本カストディ銀行（信託口５） 463千株

　 株式会社日本カストディ銀行（信託口６） 408千株

　 株式会社日本カストディ銀行（信託口１） 376千株

３．株式会社日本カストディ銀行（信託E口）の所有株式は、従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託

（J-ESOP）」制度の信託口として保有する当社株式であります。なお、当該株式は、四半期連結財務諸表に

おいては自己株式として表示しております。

４．上記のほか当社所有の自己株式2,978千株があります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2021年２月28日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 2,978,900 ― ―

完全議決権株式(その他)(注) 普通株式 49,221,700 492,217 ―

単元未満株式 普通株式 71,742 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 52,272,342 ― ―

総株主の議決権 ― 492,217 ―

(注)１. 「完全議決権株式(その他)」の株式数には㈱証券保管振替機構名義の株式が600株、また、議決権の数には、

　同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数６個が含まれております。

　 ２. 「完全議決権株式(その他)」の株式数には、従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託（J-ESOP）」制

度の信託財産として所有する当社株式676,900株、また議決権の数には6,769個を含めております。

② 【自己株式等】

2021年２月28日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社サイゼリヤ 埼玉県吉川市旭２－５ 2,978,900 ― 2,978,900 5.71

計 ― 2,978,900 ― 2,978,900 5.71

（注）従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託（J-ESOP）」制度の信託財産として株式会社日本カストディ銀行

　 （信託E口）が保有する当社株式676,900株は、上記自己株式に含まれておりません。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2020年12月１日から2021年

２月28日まで)及び第２四半期連結累計期間(2020年９月１日から2021年２月28日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2020年８月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 42,320 39,917

テナント未収入金 ※1 1,046 ※1 1,441

商品及び製品 6,194 6,800

原材料及び貯蔵品 1,229 1,310

その他 6,049 4,181

流動資産合計 56,841 53,651

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 24,169 25,486

機械装置及び運搬具（純額） 1,482 1,419

工具、器具及び備品（純額） 4,019 4,318

土地 6,932 6,945

リース資産（純額） 75 71

使用権資産（純額） 9,767 10,574

建設仮勘定 242 1,036

有形固定資産合計 46,689 49,851

無形固定資産 465 438

投資その他の資産

投資有価証券 259 259

敷金及び保証金 10,173 10,233

建設協力金 188 151

繰延税金資産 5,220 6,004

その他 243 210

貸倒引当金 △13 △13

投資その他の資産合計 16,071 16,845

固定資産合計 63,226 67,135

資産合計 120,068 120,786
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2020年８月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年２月28日)

負債の部

流動負債

買掛金 4,279 3,986

短期借入金 10,000 10,000

リース債務 4,014 4,355

未払法人税等 293 652

賞与引当金 773 758

株主優待引当金 172 213

資産除去債務 115 119

その他 5,891 5,687

流動負債合計 25,539 25,772

固定負債

株式給付引当金 816 911

リース債務 6,206 6,876

繰延税金負債 4 5

資産除去債務 6,984 7,098

その他 160 187

固定負債合計 14,172 15,078

負債合計 39,712 40,851

純資産の部

株主資本

資本金 8,612 8,612

資本剰余金 10,697 10,697

利益剰余金 67,464 66,011

自己株式 △7,779 △7,684

株主資本合計 78,994 77,637

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 687 1,559

その他の包括利益累計額合計 687 1,559

新株予約権 673 739

純資産合計 80,355 79,935

負債純資産合計 120,068 120,786
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2019年９月１日
　至 2020年２月29日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年９月１日
　至 2021年２月28日)

売上高 76,927 62,869

売上原価 28,093 23,304

売上総利益 48,834 39,565

販売費及び一般管理費 ※1 45,051 ※1 40,347

営業利益又は営業損失（△） 3,783 △782

営業外収益

受取利息 188 103

為替差益 49 126

デリバティブ評価益 115 125

保険金収入 109 0

補助金収入 10 193

雇用調整助成金 ― 74

その他 65 127

営業外収益合計 538 750

営業外費用

支払利息 164 187

自己株式取得費用 11 ―

その他 11 35

営業外費用合計 187 223

経常利益又は経常損失（△） 4,134 △254

特別利益

新株予約権戻入益 4 13

特別利益合計 4 13

特別損失

減損損失 695 255

固定資産除却損 48 73

店舗閉店損失 17 62

その他 ― 1

特別損失合計 761 393

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

3,377 △635

法人税、住民税及び事業税 1,130 704

法人税等調整額 4 △773

法人税等合計 1,135 △69

四半期純利益又は四半期純損失（△） 2,241 △565

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

2,241 △565
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2019年９月１日
　至 2020年２月29日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年９月１日
　至 2021年２月28日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 2,241 △565

その他の包括利益

為替換算調整勘定 172 871

その他の包括利益合計 172 871

四半期包括利益 2,414 305

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 2,414 305

非支配株主に係る四半期包括利益 ― ―
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2019年９月１日
　至 2020年２月29日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年９月１日
　至 2021年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

3,377 △635

減価償却費 4,750 5,213

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 △0

賞与引当金の増減額（△は減少） △189 △20

株式給付引当金の増減額（△は減少） 98 94

株主優待引当金の増減額（△は減少） 34 41

受取利息及び受取配当金 △188 △103

支払利息 164 187

為替差損益（△は益） △22 △130

デリバティブ評価損益（△は益） △115 △125

固定資産除却損 48 73

店舗閉店損失 17 62

減損損失 695 255

保険金収入 ― △0

雇用調整助成金 ― △74

補助金収入 ― △193

新株予約権戻入益 △4 △13

テナント未収入金の増減額（△は増加） 514 △395

たな卸資産の増減額（△は増加） △810 △643

その他流動資産の増減額（△は増加） 389 640

買掛金の増減額（△は減少） △225 △335

その他流動負債の増減額（△は減少） 110 △52

その他 179 159

小計 8,825 4,004

利息及び配当金の受取額 172 83

利息の支払額 △164 △187

法人税等の支払額 △1,600 △557

法人税等の還付額 ― 880

保険金の受取額 ― 0

雇用調整助成金の受取額 ― 559

補助金収入の受取額 ― 193

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,232 4,976
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(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2019年９月１日
　至 2020年２月29日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年９月１日
　至 2021年２月28日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 79 ―

有形固定資産の取得による支出 △3,510 △4,799

無形固定資産の取得による支出 △1 △51

敷金・保証金・建設協力金の支出 △241 △203

敷金・保証金・建設協力金の回収による収入 302 227

その他投資に関する収入及び支出（△は支出） △196 △128

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,567 △4,954

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △999 △0

リース債務の返済による支出 △1,815 △2,225

配当金の支払額 △893 △886

ストックオプションの行使による収入 31 ―

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,677 △3,112

現金及び現金同等物に係る換算差額 170 686

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 157 △2,403

現金及び現金同等物の期首残高 43,189 42,320

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1 43,347 ※1 39,917
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【注記事項】

(追加情報)

（新型コロナウイルス感染症拡大の影響に関する会計上の見積りについて）

　前連結会計年度の有価証券報告書に記載した新型コロナウイルス感染症拡大の影響による会計上の見積りの仮定

について、新たな追加情報の発生及び重要な変更はありません。

　なお、新型コロナウイルス感染症の収束時期は不透明であり、影響が長期化し、上述の仮定が見込まれなくなっ

た場合には、将来において損失が発生する可能性があります。

(四半期連結貸借対照表関係)

※１．テナント未収入金

ショッピングセンター及び百貨店等にテナントとして出店している店舗の売上金入金額から相殺すべき賃借料、

水道光熱費及び諸経費を差し引いたショッピングセンター及び百貨店等に対する未収入金であります。

(四半期連結損益計算書関係)

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額は次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2019年９月１日
至 2020年２月29日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年９月１日
至 2021年２月28日)

従業員給与・賞与 18,283百万円 15,532百万円

賞与引当金繰入額 876 391

退職給付費用 334 325

株主優待引当金繰入額 94 85

株式給付引当金繰入額 91 93

賃借料 8,349 7,941

水道光熱費 3,112 2,610

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前第２四半期連結累計期間
(自 2019年９月１日
至 2020年２月29日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年９月１日
至 2021年２月28日)

現金及び預金勘定 43,347百万円 39,917百万円

預金期間が３か月を超える定期預金 ― ―

現金及び現金同等物 43,347 39,917
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2019年９月１日　至 2020年２月29日)

配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年11月27日
定時株主総会

普通株式 892 18 2019年８月31日 2019年11月28日 利益剰余金

　 (注)配当金の総額には、従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託（J-ESOP）」制度の信託財産として,株式

　 会社日本カストディ銀行（信託E口）が所有する当社株式に対する配当金12百万円が含まれております。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2020年９月１日　至 2021年２月28日)

配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年11月26日
定時株主総会

普通株式 886 18 2020年８月31日 2020年11月27日 利益剰余金

　 (注)配当金の総額には、従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託（J-ESOP）」制度の信託財産として, 株式

　 会社日本カストディ銀行（信託E口）が所有する当社株式に対する配当金12百万円が含まれております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2019年９月１日　至 2020年２月29日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

合計

日本 豪州 アジア 計

売上高

外部顧客への売上高 57,399 75 19,452 76,927 76,927

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― 2,287 ― 2,287 2,287

計 57,399 2,363 19,452 79,215 79,215

セグメント利益 1,367 21 2,381 3,770 3,770

２．報告セグメントごとの資産に関する情報

　 第１四半期連結会計期間の期首より、在外連結子会社において、国際財務報告基準第16号（リース）（以下

「IFRS第16号」という。）を適用した結果、豪州及びアジアの有形固定資産の「使用権資産（純額）」合計が

10,299百万円増加しております。

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

(単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 3,770

セグメント間取引消去 13

四半期連結損益計算書の営業利益 3,783

　

４．報告セグメントの変更等に関する事項

該当事項はありません。

５．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　不採算店舗の収益性の低下が見られたため、店舗資産の減損損失を計上しております。なお、当該減損損失の計

上額は、当第２四半期連結累計期間において「日本」セグメント518百万円、「アジア」セグメント177百万円であ

ります。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2020年９月１日　至 2021年２月28日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

合計

日本 豪州 アジア 計

売上高

外部顧客への売上高 43,735 71 19,062 62,869 62,869

セグメント間の内部売上高又
は振替高

― 2,318 ― 2,318 2,318

計 43,735 2,389 19,062 65,188 65,188

セグメント利益又は損失（△） △3,259 368 2,216 △674 △674

２．報告セグメントごとの資産に関する情報

該当事項はありません。

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

(単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 △674

セグメント間取引消去 △107

四半期連結損益計算書の営業損失 △782

４．報告セグメントの変更等に関する事項

該当事項はありません。

５．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

不採算店舗の収益性の低下が見られたため、店舗資産の減損損失を計上しております。なお、当該減損損失の計

上額は、当第２四半期連結累計期間において「日本」セグメント121百万円、「アジア」セグメント134百万円であ

ります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 2019年９月１日
至 2020年２月29日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年９月１日
至 2021年２月28日)

(1) １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり
　 四半期純損失金額（△）

45円88銭 △11円65銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は
　 親会社株主に帰属する四半期純損失金額
　 （△）（百万円）

2,241 △565

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額又は親会社株主に帰属する
四半期純損失金額（△）（百万円）

2,241 △565

普通株式の期中平均株式数(千株) 48,852 48,588

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 45円79銭 ―

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する
　 四半期純利益調整額(百万円)

― ―

普通株式増加数(千株) 101 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ
ったものの概要

第12－２回新株予約権3,360個 ―

(注)１．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金

　 額の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数については、従業員インセンティブ・プラン「株式給付信

　 託（J-ESOP）」制度の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が所有している当社株式を控

　 除対象の自己株式に含めて算定しております。

　 １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　 金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前第２四半期連結累計期間687千株であり、当第２四

　 半期連結累計期間679千株であります。

　 ２．第49期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在す

　 るものの１株当たり四半期純損失金額であるため、記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



独立監査人の四半期レビュー報告書

2021年４月14日

株式会社サイゼリヤ

取締役会 御中

　

有限責任監査法人トーマツ

さいたま事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 小 松 聡 印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 藤 井 淳 一 印

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社サイゼリ

ヤの2020年9月1日から2021年8月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（2020年12月1日から2021年2月28日

まで）及び第2四半期連結累計期間（2020年9月1日から2021年2月28日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四

半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び

注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社サイゼリヤ及び連結子会社の2021年2月28日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第2四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビ

　 ュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

　 実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

　



認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュ

ー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結

財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明すること

が求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象

や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の

作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

　



【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2021年４月14日

【会社名】 株式会社サイゼリヤ

【英訳名】 SAIZERIYA CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 堀埜 一成

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 埼玉県吉川市旭２番地５

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

　



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長堀埜一成は、当社の第49期第２四半期（自 2020年12月１日 至 2021年2月28日）の四半期報

告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。

　


	第２四半期報告書
	表紙
	中扉
	目次
	扉
	第一部　【企業情報】
	第１　【企業の概況】
	１　【主要な経営指標等の推移】
	２　【事業の内容】

	第２　【事業の状況】
	１　【事業等のリスク】
	２　【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
	３　【経営上の重要な契約等】

	第３　【提出会社の状況】
	１　【株式等の状況】
	２　【役員の状況】

	第４　【経理の状況】
	１　【四半期連結財務諸表】
	２　【その他】


	第二部　【提出会社の保証会社等の情報】
	四半期レビュー報告書
	確認書




